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1. 概要 

  本資料は，再処理施設，廃棄物管理施設，MOX燃料加工施設の設計基準対象施設に対す

る後次回申請を含めた飛来物の選定及び飛来物発生防止対策について説明するものであ

る。 

  ここでは，再処理事業所敷地内において屋外に保管している資機材及び駐車している

車両について，最大水平速度，運動エネルギ等の算出方法及び対策要否の判定方法を示

す。 

  また，本資料は，第１回申請（令和２年12月24日申請）のうち，以下に示す添付書類の

補足説明に該当するものである。 

  ・再処理施設 添付書類「Ⅵ-1-1-1-2-1 竜巻への配慮に関する基本方針」 

  ・再処理施設 添付書類「Ⅵ-1-1-1-2-2 固縛対象物の選定」 

  ・MOX燃料加工施設 添付書類「Ⅴ-1-1-1-2-1 竜巻への配慮に関する基本方針」 

  ・MOX燃料加工施設 添付書類「Ⅴ-1-1-1-2-3 固縛対象物の選定」 

 

2. 飛来物の選定について 

  再処理事業所敷地内において屋外に保管している資機材等については，竜巻防護対象

施設等への影響の有無を確認し，影響を及ぼすおそれがあるものについては，飛来物と

して選定し，固定，固縛，竜巻防護対象施設等からの離隔及び頑健な建屋内に

収納又は撤去などの飛来物発生防止対策を講ずる必要がある。 

  飛来物の選定及び飛来物発生防止対策の要否を判定する手順について説

明する。 

 

2.1  飛散評価 

  飛来物源である資機材及び車両が，設計竜巻により飛来物となり飛散し

た評価を行う。設計飛来物である鋼製材に加え，再処理事業所敷地内にお

ける飛来物の現地調査結果から鉄筋，車両を計算例として選定する。 

  飛散評価は，寸法，質量，形状，並びにこれらの値より算出する空力パラ

メータより，解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」を用いて最大飛来速度，飛散高

さ，水平飛散距離を算出する。 

  なお，「ＴＯＮＢＯＳ」で用いる設計竜巻の風速場モデルはランキン渦モデルを基本と

する。 

 

 (1) 空力パラメータの算出 

   空力パラメータは飛来物の各寸法（長さ×幅×奥行き(高さ)）より受圧面積

を算出し，飛来物の質量及び抗力係数より算出する。a.項に算出式，b.

項に計算例を示す。 
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  ａ．算出式 

    空力パラメータは（1.1）式により算出する。 

 

 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
 

Ａ：代表面積（m２） 

ｃ：係数（1/3）  

ＣＤ：抗力係数（第１図） 

Ｍ：質量（kg） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 抗力係数 

 

  ｂ．計算例 

   (a) 鉄筋（棒状物体）（第２図） 

    長さ：12m 直径：0.013m 質量：11.9kg 

 

 

 

 

第２図 鉄筋 

 

    円形断面であるので，抗力係数ＣＤは，ＣＤ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =0.7，ＣＤ ３ =0.7

である。 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
  より 

    空力パラメータは， 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 0.013 × 0.013 + 0.7 × 0.013 × 12 + 0.7 × 12 × 0.013)

11.9
 

= 0.0061（m2/kg） 

 

 

・・・（1.1） 

A3
CD3=2.0

A1
CD1=2.0

A2
CD2=2.0

A ：面積
CD ：抗力係数

形鋼は板状の物体として扱う。

CD・A＝1/3（CD1A1＋CD2A2＋CD3A3）

A1
CD1=2.0

A1
CD1=2.0

A2
CD2=1.2

A3
CD3=1.2

A2,A3
CD2=CD3=0.7

(a)　棒状の物体 (b)　板状の物体 (c)　塊状の物体

12m 
φ 0.013m 
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   (b) 鋼製材（設計飛来物）（棒状物体）（第３図） 

    長さ：4.2m 幅：0.30m 厚さ：0.20m 質量：135kg 

 

 

 

 

第３図 鋼製材 

 

    矩形断面であるので，抗力係数ＣＤは，ＣＤ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =1.2，ＣＤ ３ =1.2

である。 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
  より 

    空力パラメータは， 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 0.2 × 0.3 + 1.2 × 0.3 × 4.2 + 1.2 × 0.2 × 4.2)

135
 

= 0.0065（m2/kg） 

 

   (c) 車両（塊状物体）（第４図） 

    長さ：3.4m 幅：1.5m 厚さ：1.5m 質量：710kg 

 

 

第４図 車両 

 

    塊状物体であるので，抗力係数ＣＤは，ＣＤ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =2.0，ＣＤ ３ =2.0

である。 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
  より 

    空力パラメータは， 

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 3.4 × 1.5 + 2.0 × 1.5 × 1.5 + 2.0 × 1.5 × 3.4)

710
 

= 0.0117（m2/kg） 

4.2m 

0.2m 

0.3m 

1.5m 
3.4m 

1.5m 
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 (2) 初期高さ 

   ランキン渦モデルの場合，飛散評価における初期高さは40mとし，初期状態から上昇

流を受ける評価としている。 

 

 (3) 飛来物の最大水平速度，飛散高さ及び飛散距離の算出 

   飛来物の形状による入力条件をもとに，解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」を用いて，飛

来物の最大速度，飛散高さ及び飛散距離を求める。解析の風速場モデルをランキン渦

モデルとした場合の飛来物の軌跡評価のイメージを第５図に示す。 

   解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」の詳細については，添付書類「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

 

第５図 飛来物の軌跡評価のイメージ 

 

   第１表に(1)ｂ．項の計算例に示した，鉄筋，鋼製材及び車両の飛散評価による各

数値の算出結果を示す。  
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第１表 飛来物の最大速度等 

飛来物の種類 

棒状物体 

（円形断面） 

棒状物体 

（矩形断面） 
塊状物体 

鉄筋 鋼製材 車両 

寸法(m) 長さ×直径 

12×0.013 

長さ×幅×奥行き 

4.2×0.3×0.2 

長さ×幅×高さ 

3.4×1.5×1.5 

質量(kg) 11.9 135 710 

空力パラメータ

(m2/kg) 
0.0061 0.0065 0.0117 

飛来物の最大水平速

度(m/s) 
48 51※１ 55.8 

飛散高さ(m) 26 －※１ 8.6※２ 

飛散距離(m) 302 －※１ 170※２ 

注記 ※１：鋼製材は設計飛来物であり，最大水平速度は，竜巻影響評価ガイドの値を用い

ることとし，ＴＯＮＢＯＳでの飛散評価では決定しない。 

   ※２：車両の飛散高さ及び飛散距離の算出においては，ランキン渦モデルよりもフジ

タモデルの方が地表面の風速場をよく再現していること及び車両は地表面に

あることから，フジタモデルを採用する。フジタモデルについては「外竜巻21 

竜巻影響評価の風速場モデルについて」にて示す。 

 

 (4) 運動エネルギの算出 

   飛散評価によって算出された飛来物の最大水平速度により，運動エネルギを算出す

る。 

  ａ．運動エネルギの算出式 

    飛来物の運動エネルギＥは下式によって算出する。 

Ｅ = 0.5Ｍ ∙Ｖ
2
 

   Ｍ：飛来物の質量(kg) 

   Ｖ：飛来物の最大水平速度(m/s) 

 

  ｂ．計算例 

   (a) 鉄筋（棒状物体） 

    質量：11.9kg 最大水平速度：48 m/s 

   ・運動エネルギ（水平）Ｅ＝0.5Ｍ・Ｖｍａｘ
2＝0.5×11.9×482＝14(kJ) 

 

   (b) 鋼製材（棒状物体） 

    質量：135kg 最大水平速度：51 m/s 

   ・運動エネルギ（水平）Ｅ＝0.5Ｍ・Ｖｍａｘ
2＝0.5×135×512＝176(kJ) 

 

   (c) 車両（塊状物体） 

    質量：710kg 最大水平速度：55.8 m/s 
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・運動エネルギ（水平）Ｅ＝0.5Ｍ・Ｖｍａｘ
2＝0.5×710×55.82＝1105(kJ)

(5) 貫通力の算出

飛来物の貫通力を，コンクリートに対して米国ＮＲＣの基準類に算出式と

して記載されている修正ＮＤＲＣ式（1.2）及びＤｅｇｅｎ式（1.3），鋼

板に対して「タービンミサイル評価（昭和52年７月20日原子炉安全専門

審査会）」の中で貫通厚さの算出式に使用されているＢＲＬ式から求める。

また，コンクリートに対する裏面剥離限界厚さは，実物航空機のエンジ

ン実験に基づき，Ｃｈａｎｇ式から求める。

＜修正ＮＤＲＣ式及びＤｅｇｅｎ式＞

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
≤ 2 の場合 

𝑋𝑐

𝑑
= 2 {(

12145

√𝐹𝑐
)𝑁𝑑0.2

𝑀

𝑑3
(

𝑉

1000
)
1.8
}
0.5

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
≥ 2 の場合 

𝑋𝑐

𝑑
= 2 {(

12145

√𝐹𝑐
)𝑁𝑑0.2

𝑀

𝑑3
(

𝑉

1000
)
1.8
}
0.5

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
≤ 1.52 の場合 𝑡𝑝 = 𝑎𝑝𝑑 {2.2 (

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
) − 0.3 (

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
)
2
}

1.52 ≤
𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
≤ 13.42 の場合 𝑡𝑝 = 𝑎𝑝𝑑 {0.69 + 1.29(

𝑋𝑐

𝑎𝑐𝑑
)}

ｔｐ：貫通限界厚さ（cm） 

ｘｃ：貫入深さ（cm） 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度

d：飛来物の直径（cm） 

 （飛来物の衝突面の外形の最小投影面積に等しい円の直径）

Ｍ：飛来物の質量（kg） 

Ｖ：飛来物の最大水平速度（m／s） 

Ｎ：飛来物の先端形状係数 

α c：飛来物の低減係数 

α p：飛来物の低減係数 

＜ＢＲＬ式＞

Ｔ
3
2 =

0.5𝑚𝑣2

1.4396 × 109・𝐾2・ 𝑑
3
2

Ｔ：貫通限界厚さ（m） 

ｄ：飛来物が衝突する衝突断面の等価直径（m）

 （最も投影面積が小さくなる衝突断面の等価直径）

Ｋ：鋼板の材質に関する係数（＝1.0）  

ｍ：飛来物の質量（kg） 

ｖ：飛来物の飛来速度（m／s） 

(1.3)  

(1.2)  
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＜Ｃｈａｎｇ式＞

S = 1.84𝛼𝑠 (
𝑉0
𝑉
)
0.13

∙
(ｍ𝑉2)0.4

𝑑0.2 ∙ 𝑓𝑐′0.4

s：裏面剥離限界厚さ（ft） 

αｓ：飛来物係数 

Ｖ０：飛来物基準速度（200ft／s）

Ｖ：飛来物衝突速度（ft／s） 

ｍ：飛来物質量（lb） 

ｄ：飛来物直径（ft） 

  ｆｃ’：コンクリート圧縮強度（lbf／ ft2）

2.2 対策要否の判定 

  2.1(4)項にて算出した運動エネルギが，以下に示す指標より設計飛来物に包含されて

いない物品については，飛来物発生防止対策（固縛，固定又は竜巻防護対象施設等からの

離隔）を行う。 

  飛来物源である資機材及び車両に対して，飛来物として選定し，飛来物発生防止対策の

要否の判定をするフローを第６図に示す。 

【設計飛来物に包含されない飛来物の指標】 

・運動エネルギが設計飛来物に設定している鋼製材の176kJより大きいもの。 

・コンクリートに対する貫通力（貫通限界厚さ）が設計飛来物に設定してい

る鋼製材の24.7cmより大きいもの。

・鋼板に対する貫通力（貫通限界厚さ）が設計飛来物に設定している鋼製材

の7.9mmより大きいもの。

・コンクリートに対する貫通力（裏面剥離限界厚さ）が設計飛来物に設定し

ている鋼製材の41.4cmより大きいもの。

・設計飛来物の鋼製パイプより寸法が小さく，飛来物防護ネットを通過す

る可能性があるもの。なお，砂利等の極小飛来物については「外竜巻20

砂利等の極小飛来物による竜巻防護対象施設への影響について」にて示

す。
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第６図 飛来物の選定及び飛来物発生防止対策の要否の判定フロー 

以上 
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